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４．連結財務諸表等

（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

科 目
当連結会計年度

 　平成１３年
 　　３月３１日現在

前連結会計年度
 　平成１２年
 　　３月３１日現在

増　　　　　減

（　資　産　の　部　）

 流 動 資 産

 　　現 金 及 び 預 金
 　　受取手形及び売掛金
 　　有 価 証 券
 　　た な 卸 資 産
　　 繰 延 税 金 資 産
 　　その他の流動資産
 　　貸 倒 引 当 金

 固 定 資 産

 　有 形 固 定 資 産

 　　建 物 及 び 構 築 物          
 　　機械装置及び運搬具          
 　　工 具 器 具 備 品          
 　　土　　　　　　　　地
 　　建 設 仮 勘 定          

 　無 形 固 定 資 産

 　　ソ フ ト ウ ェ ア
 　　連 結 調 整 勘 定          
     その他の無形固定資産

 　投資その他の資産

 　　投 資 有 価 証 券          
 　　長 期 貸 付 金          
　　 繰 延 税 金 資 産          
 　　その他の投資その他の資産
 　　貸 倒 引 当 金          

 為替換算調整勘定

７４,５３４

６,９５９
３６,２２４
１２,５２０
１２,２５５
２,９４４
３,７１６

△　　　 　８７

９３,４５５

５３,６１３

１８,１７７
１７,０４６
５,６８７
９,８１０
２,８９２

５４７

３３３
４２
１７０

３９,２９４

３１,１８３
５７１
６,１９５
１,４８４

△　　　 １４１

－

９２,６３１

６,０３２
３３,０００
３６,８５５
１０,７９４
２,３１２
３,８９３

△　　　 ２５６

６３,４８４

５１,２１２

１５,８５２
１６,８９５
５,７５９
９,７７２
２,９３３

２６０

１４１
５５
６３

１２,０１１

４,６３４
５１９
５,４８９
１,３６９

△　　　 　　１

１,７１２

△　１８,０９７

９２７
３,２２４

△　２４,３３５
１,４６１
６３２

△　　　 １７７
１６９

２９,９７１

２,４０１

２,３２５
１５１

△　　　 　７２
３８

△　　　 　４１

２８７

１９２
△　　　 　１３

１０７

２７,２８３

２６,５４９
５２
７０６
１１５

△　　　 １４０

△　　１,７１２

資　産　合　計 １６７,９９０ １５７,８２８ １０,１６２

（注）１．有 形 固 定 資 産 の
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 １４３,０６２ １３７,９９６ ５,０６６
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（単位：百万円）

科 目
当連結会計年度
 　平成１３年
 　　３月３１日現在

前連結会計年度
 　平成１２年
 　　３月３１日現在

増　　　　　減

（　負　債　の　部　）

 流 動 負 債

 　　支払手形及び買掛金

 　　短 期 借 入 金

 　　未　　払　　費　　用

 　　未 払 法 人 税 等

 　　従 業 員 預 り 金

 　　賞 与 引 当 金

 　　製 品 保 証 引 当 金

 　　その他の流動負債

 固 定 負 債

 　　転 換 社 債          

 　　長 期 借 入 金          

 　　繰 延 税 金 負 債          

 　　退 職 給 与 引 当 金          

 　　退 職 給 付 引 当 金          

負　　債　　計

（ 少 数 株 主 持 分 ）

 少 数 株 主 持 分

（　資　本　の　部　）

 資　　　　 本 　　　　金

 資 本 準 備 金

 連 結 剰 余 金

 その他有価証券評価差額金

 為 替 換 算 調 整 勘 定

 自 己 株 式

資　　本　　計

５７,２８５

２９,２３０

１,２１５

５,５３６

２,９５３

６,７５５

４,４２５

２,７９５

４,３７２

３７,０３４

１９,４６１

４５９

５

－

１７,１０８

９４,３２０

１,４３３

１３,１６０

１５,４１４

４３,５３４

１,３５６

△　　１,２２８

△　　　 　　０

７２,２３６

５３,００４

２７,３５３

２,２４８

４,７９２

２,３６９

６,９５６

４,３０３

２,０５８

２,９２２

３５,７７８

１９,４８１

４０９

－

１５,８８７

－

８８,７８３

１,０２５

１３,１５０

１５,４０４

３９,４６６

－

－

△　　　 　　０

６８,０２０

４,２８１

１,８７７

△　　１,０３３

７４４

５８４

△　　　 ２０１

１２２

７３７

１,４５０

１,２５６

△　　　 　２０

５０

５

△　１５,８８７

１７,１０８

５,５３７

４０８

１０

１０

４,０６８

１,３５６

△　　１,２２８

△　　　 　　０

４,２１６

負債、少数株主持分及び資本合計 １６７,９９０ １５７,８２８ １０,１６２

（注）２．保　　証　　債　　務
　　　３．自 己 株 式 の 数          

４９９
９１６株

６１８
５９６株

△　　　 １１９
３２０株
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（２）連結損益計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　目

当連結会計年度

自　12.４. 1

至　13.３.31

前連結会計年度

自　11.４. 1

至　12.３.31

増　　　　　減

売　　　　 上　　　　 高
売 上 原 価            
　売 上 総 利 益            
販売費及び一般管理費            
営 業 利 益            
営 業 外 収 益            
　受 取 利 息 配 当 金            
　持分法による投資利益            
　そ の 他 の 営 業 外 収 益            
営 業 外 費 用            
　支 払 利 息            
　為 替 差 損            
　そ の 他 の 営 業 外 費 用            
経 常 利 益            
特 別 利 益            
　貸 倒 引 当 金 戻 入            
　退 職 給 付 信 託 設 定 益            
特 別 損 失            
　固 定 資 産 売 ・ 除 却 損            
　災 害 に よ る 損 失            

２１３,９１２
１８３,７３０
３０,１８１
１９,９０４
１０,２７７
１,０９９
４８１
１４８
４６９
３９８
３５７
－
４１

１０,９７８
７,７２２
－

７,７２２
１０,１６５
８１
３１０

１９５,５０６
１６７,５００
２８,００５
１９,６７９
８,３２５
１,０２９
５７７
６２
３８９
８６５
３９３
２６９
２０２
８,４９０
３０
３０
－
１８８
１８８
－

１８,４０６
１６,２３０
２,１７６
２２５
１,９５２
７０

△　　　 　９６
８６
８０

△　　　 ４６７
△　　　 　３６
△　　　 ２６９
△　　　 １６１
２,４８８
７,６９２

△　　　 　３０
７,７２２
９,９７７

△　　　 １０７
３１０

　退 職 給 付 会 計 基 準            
　変 更 時 差 異 処 理 額            

９,７０７ － ９,７０７

　そ の 他 の 特 別 損 失            
税金等調整前当期純利益            
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額            
少 数 株 主 利 益            （△減算）
当 期 純 利 益            

６５
８,５３５
５,７９３

△　　２,３０１
△　　　 １６４
４,８７９

－
８,３３２
４,６３１

△　　　 ９５５
△　　　 　１２
４,６４３

６５
２０３
１,１６２

△　　１,３４６
△　　　 １５２

２３６

　（注）当連結会計年度における東海豪雨（昨年９月１２日）により、主に西枇杷島地区が被災いたしました。
　　　　これに伴い「災害による損失」310 百万円を「特別損失」として計上しております。

（３）連結剰余金計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　目

当連結会計年度

自　12.４. 1

至　13.３.31

前連結会計年度

自　11.４. 1

至　12.３.31

増　　　　　減

連 結 剰 余 金 期 首 残 高            
　連 結 剰 余 金 期 首 残 高            
　過 年 度 税 効 果 調 整 額            

連 結 剰 余 金 増 加 高            
　連結子会社の増加による増加高
　新規持分法適用会社による増加高

連 結 剰 余 金 減 少 高            
　配　　　　 当 　　　　金
　役 員 賞 与            

当 期 純 利 益            

連 結 剰 余 金 期 末 残 高            

３９,４６６
３９,４６６

－

－
－
－

８１１
６７９
１３１

４,８７９

４３,５３４

３４,７４４
２８,３０４
６,４３９

８１８
１７０
６４７

７４０
６２２
１１７

４,６４３

３９,４６６

４,７２２
１１,１６２
△　　６,４３９

△　　　 ８１８
△　　　 １７０
△　　　 ６４７

７１
５７
１４

２３６

４,０６８
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　目
当連結会計年度
自　12.４. 1
至　13.３.31

前連結会計年度
自　11.４. 1
至　12.３.31

 Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
 　　　税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益                  
 　　　減 価 償 却 費                  
 　　　連 結 調 整 勘 定 償 却 額                  
 　　　貸 倒 引 当 金 の 増 減 額                  
 　　　賞 与 引 当 金 の 増 減 額                  
 　　　製 品 保 証 引 当 金 の 増 減 額                  
 　　　退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 額                  
 　　　退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額                  
 　　　受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                  
 　　　支 払 利 息                  
 　　　為 替 差 損 益                  
 　　　持 分 法 に よ る 投 資 利 益                  
 　　　退 職 給 付 信 託 設 定 益                  

８,５３５
９,３３８
１２

△　　　 　３９
１２２
７３６

△　１５,８８７
１７,１０８
△　　　 ４８１

３５７
３９

△　　　 １４８
△　　７,７２２

８,３３２
９,５２５
１２

△　　　 　３５
△　　　 　４０

６５２
２３０
－

△　     ５７７
３９３
３８

△　       ６２
－

 　　　退 職 給 付 信 託 設 定 に 伴 う                  
 　　　退職給付会計基準変更時差異処理額                  

９,０２９ －

 　　　有 形 固 定 資 産 売 ・ 除 却 損                  
 　　　売 上 債 権 の 増 減 額                  
 　　　た な 卸 資 産 の 増 減 額                  
 　　　仕 入 債 務 の 増 減 額                  
 　　　未 払 消 費 税 等 の 増 減 額                  
 　　　役 員 賞 与 支 払 額                  
 　　　そ　　　　　　　 の　　　　　　　 他

５１６
△　　２,９０８
△　　１,１７９
１,２３６
１０５

△　　　 １３７
１,２１４

７４３
△　　２,３４２
△　     ８５１
２,５１６

△　     ３２３
△　     １２２

４３６

小　　　　　　　　　　計 １９,８４６ １８,５２６

 　　　利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                  
 　　　利 息 の 支 払 額                  
 　　　法 人 税 等 の 支 払 額                  

６９１
△　　　 ３５７
△　　５,２１３

５７６
△　     ３８９
△　  ４,２９８

 　　営業活動によるキャッシュ・フロー １４,９６７ １４,４１５

 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
 　　　有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出                  
 　　　有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入                  
 　　　有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出                  
 　　　有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入                  
 　　　投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出                  
 　　　投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入                  
 　　　貸 付 け に よ る 支 出                  
 　　　貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                  
 　　　そ　　　　　　　 の　　　　　　　 他

△　　　 ２００
６００

△　１０,６７８
２４

△　　７,２８４
１０１

△　　　 ４０８
２９０

△　　　 　６３

△　  ５,７２６
５,５５０

△　  ８,６４７
１１３

△　       ３３
－

△　     ２９１
２７３

△　       ６５

 　　投資活動によるキャッシュ・フロー △　１７,６１７ △　  ８,８２７

 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
 　　　短 期 借 入 金 の 増 減 額                  
 　　　配 当 金 の 支 払 額                  
 　　　少数株主への株式の発行による収入                  
 　　　そ　　　　　　　 の 　　　　　　　他

△　　１,１６１
△　　　 ６８９

３１３
０

△　     １０１
△　     ６３４

－
－

 　　財務活動によるキャッシュ・フロー △　　１,５３８ △　  　 ７３６

 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 １２８ △　     １７１

 Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △　　４,０６０ ４,６７９

 Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高
 　　　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

２３,２７９
－

１８,３４０
２５９

 Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 １９,２１８ ２３,２７９
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　（注）１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

現 金 及 び 預 金 勘 定                
有 価 証 券 勘 定                

６,９５９
１２,５２０

６,０３２
３６,８５５

計 １９,４８０ ４２,８８７
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △　　　 １７０ △　　　 ５４４
株式及び取得日から満期日又は償還日
までの期間が3ヶ月を超える短期投資

△　　　 　９０ △　１９,０６２

現 金 及 び 現 金 同 等 物                １９,２１８ ２３,２７９

　　　　２．重要な非資金取引の内容

（単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

転 換 社 債 の 資 本 へ の 転 換                １９ １８３
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〔 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 〕

　１．連結の範囲
子会社はすべて連結されております。
当該子会社は、恵那東海理化㈱、エヌ・エス・ケイ㈱、東海理化サービス㈱、愛三興業㈱、理化トラン
スポート㈱、㈱豊賀、理化精機㈱、㈱理化テクニカ、ＴＲＡＭ㈱、ＴＡＣマニュファクチャリング㈱、
ＴＲＩＮ㈱、ＴＲＭＩ㈱、ＴＲＢ㈱、理嘉工業㈱、天津東海理化汽車部件有限公司、無錫理昌科技有限
公司、ＴＲＰ㈱、タイシートベルト㈱、トウカイリカ（タイランド）㈱の 19社であります。
なお、当連結会計年度より㈱理化テクニカ、天津東海理化汽車部件有限公司、無錫理昌科技有限公司を
新たに連結の範囲に含めております。

　２．持分法の適用
関連会社である㈱エビシ、東海理化販売㈱、㈱ミロクテクノウッド、㈱新昌電機の4 社について、持分
法を適用しております。なお、上記以外の関連会社（2社）に対する投資については、合算持分利益及び
合算剰余金において連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法は適用しておりません。

　３．連結子会社の事業年度等
連結子会社のうち、ＴＲＡＭ㈱、ＴＡＣマニュファクチャリング㈱、ＴＲＩＮ㈱、ＴＲＭＩ㈱、ＴＲＢ
㈱、理嘉工業㈱、ＴＲＰ㈱、タイシートベルト㈱、トウカイリカ（タイランド）㈱の決算日は12月31
日であり、連結決算日（3月31日）と異なっておりますが、決算日の差異が3 ヶ月を超えていないため、
当該子会社の財務諸表を使用して連結財務諸表を作成しております。但し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
なお、天津東海理化汽車部件有限公司、無錫理昌科技有限公司の決算日は 12月 31日でありますが、連
結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して連結財務諸表を作成しております。

　４．会計処理基準

　　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　①  有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　　その他有価証券
　　　　　　　　時価のあるもの　・・・　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
法によっております。）

　　　　　　　　時価のないもの　・・・　移動平均法による原価法
　　　②  たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　・当　　　社
　　　　　　　　製品、原材料、仕掛品　・・・　総平均法による原価法
　　　　　　　　貯　蔵　品　　　　　　・・・　先入先出法による原価法
　　　　　・連結子会社
　　　　　　　　主として総平均法による低価法
　　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　①  有形固定資産
　　　　・当　　　社

減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定率法
但し、平成10年 4 月1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器具備品に含まれ
る金型については減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定額法
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。但し平成10 年3月以前
に取得した建物については、平成10年度の法人税法の改正前の耐用年数を適用しております。

　　　　・連結子会社
　　　　　　　主として独自の見積耐用年数による定額法
　　　②  無形固定資産　　・・・　定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（5年）に基づく
　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法
　　(3) 重要な引当金の計上基準
　　  ①  貸 倒 引 当 金・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

　　　②  賞 与 引 当 金・・・ 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として賞与支給対象期
間のうち当連結会計年度に対応する額を計上しております。

　　　③  製品保証引当金・・・ 製品の品質保証期間内に発生する保証費用の支出に備えるため、過去の実績
を基礎にして当連結会計年度に対応する発生見込額を計上しております。

　　　④　退職給付引当金・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
会計基準変更時差異（9,707 百万円）については、当連結会計年度において、
有価証券（時価9,029百万円）を退職給付信託に拠出し、同額を一時に費用
処理するとともに、残額についても 1年で費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（15年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理すること
としております。
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　　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の・・・
　　　　　　　本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在
外子会社等の資産及び負債は各社の決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換
算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算
調整勘定に含めております。

　　(5) 重要なリース取引の処理方法・・・
　　　　　　　

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

　　(6) 重要なヘッジ会計の方法
　　　①　ヘッジ会計の方法・・・・・・ 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振

当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しておりま
す。

　　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象・・・ ヘッジ手段　：　為替予約
ヘッジ対象　：　外貨建輸出債権

　　　③　ヘッジ方針・・・・・・・・・ 社内規程に基づき、為替相場動向等を勘案の上、為替変動リスク
をヘッジしております。

　　　④　ヘッジ有効性評価の方法・・・ 個別予約を行っており、為替相場の変動による相関関係は完全に
確保されているため、ヘッジは有効であります。

　　(7) 消費税等の会計処理・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　　　
　５．連結子会社の資産及び負債の評価
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

　６．連結調整勘定の償却
連結調整勘定は5 年間で均等償却しております。

　７．利益処分項目等の取扱い
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成
しております。

　８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取
得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

〔 追  加  情  報 〕

　１．当連結会計年度より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会　平成10 年6月 16日））を適用しております。
これに伴い、適用しない場合に比べ、退職給付に係る費用は 9,916 百万円増加し、経常利益は 209百万
円、税金等調整前当期純利益は 9,916百万円減少しますが、有価証券による退職給付信託を設定し、退
職給付信託設定益 7,722 百万円を計上した結果、税金等調整前当期純利益は 2,194百万円減少しており
ます。
また、従来の退職給与引当金は、当連結会計年度より退職給付引当金に含めて表示しております。

　２．当連結会計年度より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会　平成11 年1月 22日））を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であ
ります。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれているもののうち１
年内に満期の到来する債券及び預金と同様の性格を有する証券投資信託は流動資産の有価証券として、
それら以外は投資有価証券として表示しております。この変更により期首時点において流動資産の有価
証券は 24,623百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

　３．当連結会計年度より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する
意見書」（企業会計審議会　平成11年10月22日））を適用しております。この変更による損益への影
響は軽微であります。
また、前連結会計年度において資産の部に計上しておりました為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則
の改正により、資本の部並びに少数株主持分に含めて計上しております。


